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第２５回国土交通省政策評価会 

平成２３年７月７日 

 

 

【麓企画専門官】  それでは、先生方おそろいのようですので、ただいまから第２５回

国土交通省政策評価会を開催させていただきます。本日はご多忙のところ、先生方にはご

出席いただきましてありがとうございます。なお、本日は、加藤委員、工藤委員、村木委

員、山本委員につきましては、ご欠席のご連絡をいただいております。また、今回も「政

策評価に関する情報の公表に関するガイドライン」にのっとり傍聴可能な会場設定として

おりますのでご理解賜りたいと思います。 

 後ほど政務官がごあいさつを申し上げる予定でございますが、とりあえず資料の確認か

らさせていただきたいと存じます。まず、議事次第がございまして、政策評価会の資料一

覧、座席表、評価会の委員名簿、それから政策評価のスケジュールがございます。それか

ら資料１に入りますけれども、資料１－１として、１枚紙のチェックアップ結果一覧表（案）。

資料１－２、同じくＡ３の資料で束になっておりますチェックアップ結果一覧表（案）。

資料１－３といたしまして、チェックアップの評価書（案）（施策目標個票）というもの。

それから資料１－４、大部の資料でございますが、チェックアップ評価書の業績指標個票。

資料１－５といたしまして、平成２２年度政策チェックアップの主な変更点という１枚紙

がございます。それから資料２－１、右側に資料を置いてございますけれども、政策レビ

ュー関係の資料でございます。資料２－１として、前回指摘事項に関する各局対応という

もの。資料２－２として、指定法人等に対する国の関与等の透明化・合理化という資料で

ございます。それから、参考資料になりますけれども、平成２４年度予算概算要求への取

組。参考資料２として、政策評価に係る政策目標及び施策目標。参考資料３として、施策

目標別評価の実施についてという１枚紙。それから、束になってございますけれども、平

成２３年度における政策評価の実施についてという資料。参考資料５として、平成２２年

度国会報告の抜き書き。参考資料６として、国会の議事録をつけさせていただいておりま

す。 

 以上、不足等がございましたら、事務局にお申し付けいただければと思います。よろし

くお願いします。 

 それでは、議事に入らせていただきます。今後の進行は上山座長にお願いしたいと思い
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ます。よろしくお願いいたします。 

【上山座長】  おはようございます。今回、大部の資料が机の上に置かれておりますが、

震災以後、国交省全体に、とても大変な状況だったと思います。そういう状況の中で滞り

なく予定どおり資料を準備していただき、どうもありがとうございます。皆さん、ご苦労

さまでした。 

 それでは、議事に入りたいと思います。最初の１番目のチェックアップについて、説明

をお願いします。 

【川中政策評価官】  わかりました。まず、今回政策チェックアップのやり方が新しく

なっておりますので、導入の経緯をお話ししたいと思います。政策チェックアップと申し

ますのは、国土交通省４７の施策目標というのがあります。４７の施策目標と……。 

【麓企画専門官】  それでは、小泉政務官が見えましたので、ごあいさつを賜りたいと

思います。よろしくお願いいたします。 

【小泉大臣政務官】  おはようございます。ただいまご紹介いただきました国土交通政

務官の小泉俊明でございます。本日、第２５回政策評価会の開催に当たり、一言ごあいさ

つ申し上げます。 

 上山座長をはじめ、政策評価会委員の皆様には、日ごろより政策評価制度の適切な実施

のため、基本計画などの策定等、政策評価についての基本的かつ重要な決定等に当たり、

数々のご助言を賜り、まことにありがとうございます。また、本日はご多忙のところご出

席いただき、重ねて御礼申し上げます。 

 本日の政策評価会では、今年度に取りまとめる政策チェックアップ及び政策レビューに

ついてご審議いただきます。政策チェックアップにつきましては、例年この時期に評価会

でご審議いただいておりまして、前年度、つまり、平成２２年度の実績測定の結果である

政策チェックアップ評価書（案）について報告いたしますので、委員のご意見をいただき

たいと存じます。これは開始以来第９回目の政策チェックアップとなります。 

 今年度から施策単位の評価書を新たに作成し、その単位ごとに段階的評価を行うことと

いたしました。このことにより、その後の施策の改善につなげ、よりＰＤＣＡサイクルを

通じたマネジメントの向上が図られるものと期待しております。なお、東日本大震災の影

響があり、実績値の取得に困難を来している業績指標もございますことを、あらかじめご

了解いただきたいと存じます。 

 今回、施策目標単位の評価書には、「学識経験を有する者の知見の活用」の欄が設けら
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れ、政策チェックアップにおける政策評価会委員の役割がさらに重要になっております。

引き続き熱心なご議論を賜りますとともに、今後とも国土交通省の政策評価制度の継続的

な改善にご助言を賜りますことをお願いします。まことに簡単でございますが、ごあいさ

つにかえさせていただきます。よろしくお願いい申し上げます。 

【麓企画専門官】  ここで、誠に申しわけございませんが、小泉政務官は、この後公務

のため退席させていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

【小泉大臣政務官】  よろしくお願い申し上げます。 

【川中政策評価官】  それでは、説明を続けます。４７の施策目標があります。それか

らその達成度合いを示す約２００の業績指標を設定しまして、毎年度実績値をチェックし

て、施策目標の達成度を評価しようとするのが政策チェックアップであります。資料１－

２をごらんいただきますと、国土交通省の政策体系が出ておりまして、１３の政策目標と、

その下の段階が施策目標（評価の単位）、３段階目に業績指標というふうに出ていまして、

４７の施策目標が評価の単位になります。そこに幾つかの業績指標、２つの場合もありま

すし、１０個ぐらいぶら下がっている場合もありますが、業績指標約２００がそれぞれ施

策目標にぶら下がる格好になっているということです。 

 チェックアップは、これまで政策評価会委員のご指導に基づいて、改善を続けてきまし

た。評価方式としては定評がありまして、今年度の総務省の国会報告にも代表的事例とし

て取り上げられております。これが参考資料５になります。厚生労働省の評価と並んで代

表的事例の１つとして紹介されています。ここでは、業績指標の１６の共同住宅のバリア

フリーの指標が紹介されています。２１ページをごらんいただきますと、初期値が１０％、

目標値が１９％のところ実績値が１６％で、目標達成に向けた成果を示しているのでＡが

つけてあります。なおかつ、新たな措置を講じるということで、１、２、３のうちの１番

でＡ－１というふうに評価しています。 

 昨年度までは個々の業績指標、約２００の業績指標がＡ－１、Ａ－２、Ｂ－１、Ｂ－２、

いずれかに判定されるかというところに焦点を置いて判断してきました。しかしながら、

業績指標ごとに詳細に記述をした結果、評価書が膨大になり、全体を俯瞰するのが難しく

なった。また、政務三役や幹部のマネジメントの観点からいいますと、活用されにくいと

いう状況にありました。そこで、評価官室としては、今年度から４７の施策目標ごとに言

葉による３段階の評価をしようと考えまして、上山座長にも相談をしていたところです。 

 一方で、別の話としまして、行政刷新会議が既存の政策評価制度と行政事業レビュー─
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─行政事業レビューといいますのは事業仕分けのようなものなのですが、役割分担を明確

化しなさいというふうに総務省に求めておったところです。これを受けて、総務省では、

やはり同じような施策レベルの事後評価を省庁横断的に導入するために各省庁と協議を始

めました。ある程度統一的な様式を示したのが、参考資料４の総務省行政評価局長の通知

です。事前分析表の次に目標管理型の政策評価に係る評価書の標準様式（素案）というの

がありまして、これが今回国土交通省で導入したものに近い部分です。この標準様式とい

いますのは、各省庁が修正を行うことが可能になっておりまして、国土交通省の考えを踏

まえて修正して、上山座長にも事前に相談した様式が、これから説明しようとする新しい

施策目標単位の評価書ということになります。 

 施策目標ごとの３段階の評価と言いましたけれども、それの評価基準が参考資料３に出

ておりまして、この参考資料３で、業績指標のＡ評価とＢ評価の割合によって、「順調で

ある」、「おおむね順調である」、「努力が必要である」の３段階で評価することにして

おります。ただし、割合というのはあくまで目安ですので、最終的には施策全体を総合的

に評価することにしております。なお約２００の業績指標ごとの評価は、従来どおり続け

ることにしております。 

 小泉政務官からも話がありましたけれども、新しい評価書といいますのは、資料１－３

ですけれども、それぞれ施策ごとに「学識経験を有する者の知見の活用」の欄がございま

す。評価会の委員の皆様方の意見が直接このチェックアップの評価書に反映されることに

なりましたので、施策の総合評定、また文章の書き方等につきまして、ぜひ忌憚のない意

見をお伺いしたいと思います。また、時間がなくて発言できなかった意見については、意

見記載用紙を机の上に置かせていただきましたので、記入をしていただくようにお願いい

たします。 

【麓企画専門官】  それでは、個々のチェックアップ評価書について、ご説明させてい

ただきます。時間が限られた中ですので、雑駁な説明になるりますが、よろしくお願いい

たします。 

 分厚い６００ページの１－４、これは業績指標の評価書でございますけれども、これか

らページ番号を申し上げる際は、こちらのほうを開いていただければ、適宜ご参照いただ

きながら、この施策目標の個票、資料１－３を中心にご説明をさせていただきます。 

 まず、１ページをご覧いただき、全体の構成をざっとご説明いたします。右側に国土交

通省２２－①とございます。これは国土交通省の施策評価書の平成２２年度のもので、施
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策番号１番ということです。これが１から４７まであるということでございます。施策目

標は４７の施策目標をそれぞれ記入しています。 

 次の「施策目標の概要及び達成すべき目標」につきましては、施策目標の内容を一文に

てさらに説明したものということになっております。次の施策目標の評価でございますが、

先ほど説明のあった３段階の評価結果が書いてあります。その下の「施策目標の評価、達

成状況及び今後の方向性」につきましては、大きく分けて平成２２年度までにこういう事

業をやった結果、施策全体として「おおむね順調である」とか、「努力が必要である」状

況にあると記述しています。今後の方向性としては、課題があるでしょうからそれを書き、

最終的に今後の方向性を示していただくというような形で記述をお願いをしております。 

 その下に「業績指標」が書いてありますが、これは施策にぶら下がっている業績指標を

一覧にしたものでございます。結果もそれぞれ、Ａ・Ｂ・N判定が書いてございます。その

下に「施策の予算額・執行額」とございますが、これは平成１９年度以降、政策評価と予

算の連携ということが求められていまして、政策評価書と予算が対応しております。国土

交通省の予算は災害復旧の予算以外のものはすべてここの中に一応整理されているという

ことでございます。 

 なお、下のほうにございますように、※がありますが、上記のほか、社会資本整備総合

交付金があるとなっておりますけれども、このように横割りの交付金は施策は別途まとめ

て記載している関係上、平成２２年度から２３年度にかけて急速に予算額が減少している

ところがございますので、ご了解をいただきたいと思います。 

 その下の欄の「学識経験を有する者の知見の活用」ですが、これは本日の評価会のご意

見を記載する欄です。担当部局としては、担当課長名を書き、政策評価実施時期を最後に

記入します。 

 それでは、個々の指標の説明に移ります。施策目標１番、２番につきましては、住宅関

係の指標です。１が賃貸住宅の供給等の住宅ストックの形成に係るもので、２．が中古・

リフォーム市場の整備等住宅マーケットの整備に係るものです。主に５年に１度しか実績

値の出ない住宅・土地統計調査に頼っている関係上、平成２０年度の実績値で判断せざる

を得ないという状況になっています。施策目標１番ですが、１番の最低居住面積水準率を

はじめとして、いずれも目標に達成していないということで、全体として「努力が必要で

ある」という評価になっています。今後につきましては、今年３月に閣議決定された新た

な住生活基本計画に基づいて、地域優良賃貸住宅の供給等の施策を実施することとしてい
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ます。 

 なお、新しい住生活基本計画、これまでの計画もそうですが、平成３２年度までの１０

カ年計画となっていることから、政策評価上の５年以内の目標を別途立てていただくよう

現在お願いをしているところです。また、指標につきましては、現在は子育て世帯の業績

指標が入っておりますが、これ以外に高齢者世帯の業績指標も別途入る予定です。 

 続きまして、②の住宅市場整備の関係ですが、同様に平成２０年度の実績値データによ

る評価が中心です。全体として、リフォーム実施戸数の割合や既存住宅の市場における流

通シェアなどの指標がＡ評価となっており、全体として「おおむね順調である」と評価い

たしました。この中で業績指標７、２０ページ、この分厚い資料の２０ページになります。

新築住宅における住宅性能の表示の実施率、これだけが毎年フォローできる数字となって

おりますけれども、グラフを見ていただいてわかりますとおり、平成２２年度目標値の５

０％に対して遠く及ばないような状況になっています。したがって、Ｂ評価となります。

こちらのほうも、今後新しい目標値を立てて、業績指標としては継続していく予定です。 

 続きまして、施策目標３番、総合的なバリアフリー化の推進ですが、こちらは多数指標

がございますけれども、大きく分けて公共施設等のバリアフリー化または鉄道車両等の交

通モードのバリアフリー化のいずれかということになっております。全体としてはＡ評価

が多く、「おおむね順調である」という評価になっております。課題としては、構造等の

制約により整備が困難な施設の顕在化や地方部に今後展開していく際の困難さが挙げられ

ており、こちらも今年３月にバリアフリー基本方針という大臣告示を改正しております。

こちらも住生活基本計画と同様に現在１０カ年の計画となっており、政策評価上の今後５

年以内の目標値を立てていただくように、来年のチェックアップ作業に向けて検討してい

ただいています。 

 この中で総合的な業績指標と言える業績指標８番の２４ページのバリアフリー重点地区

の総面積の指標ですが、こちらはバリアフリー法に基づき、主要な駅を中心としてバリア

フリーを重点的、かつ一体的に行うものとして市町村が定めた目標値を足したものです。

トータル７万ヘクタールの目標値に順調に近づいているということでＡ評価ということに

なっています。 

 続きまして、施策目標４番の海洋や港湾の環境対策に係る施策です。これは海洋汚染事

故件数や三大湾において底質改善が行われた割合などの指標になっておりますけれども、

ほとんどがＡ評価になりましたので、全体として「順調である」という評価になりました。 
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 続きまして、施策目標５番、道路環境に係る施策ですが、業績指標は無電柱化率及びク

リーンエネルギー自動車の普及率になっております。ともに平成２２年度末、今回のチェ

ックアップを最終年度といたしまして、一応暫定値ながら目標値を達成していることから、

全体として「順調である」という評価になりました。来年度に向けまして、両指標とも新

しい目標値を検討してまいりたいと考えております。 

 施策目標６番の水資源政策に係る施策ですが、平成２２年度は新たに３ダムで整備事業

が完了して、全体としては「おおむね順調である」という評価になっております。しかし

ながら、水資源の確保を代表的にアウトカム指標で表すと考えられる２６番、７２ページ

の「渇水影響度」の指標ですが、こちらは、定義を見ていただきますと、渇水による影響

を取水制限率と取水制限日数の積の和で表すということで、一級水系１０９水系の分をこ

の取水制限率と取水制限日数で掛けたものを足し上げるという数字になっていまして、一

応アウトカム指標ではあると思うんですが、わかりにくい指標でもある上に、かつ天候の

影響をかなり直接的に受ける指標であり、原局といたしましては、ちょっと先になるかも

しれませんけれども、もう少し水資源政策の実施の結果をあらわす指標を検討したいとに

考えているところです。 

 施策目標７番でございますが、都市公園に関する施策です。すべての指標がＡ評価で、

全体として「順調である」と評価しています。平成２２年度の実績値が現在出ております

のは、８９ページの全国民に対する国営公園の利用者の割合のみですが、平成２０年度以

降、全国民の３.８人に１人が利用というデータは変わっていないものの、２４年度の目標

値に向けたトレンドはぎりぎり示しているかなという判断でＡ評価とさせていただいたと

ころです。 

 施策目標８番の河川・下水道関係の環境対策に係る施策です。こちらは東日本大震災の

影響もあり、ほとんどの指標が２２年度実績値集計中となっておりますけれども、この場

合、その直前の平成２１年度の実績値で評価を行っております。全体としてはＡ評価のほ

うが若干多いことから、「おおむね順調である」と評価をさせていただいています。こち

らは指標の数が多く、例えば３５番と３６番の指標のように、汚水処理人口普及率と下水

道処理人口普及率などほぼ重なっている指標もあることから、今後、整理・合理化が必要

かなと考えているところです。 

 施策目標９番の地球温暖化をはじめとする国土交通省関係の環境対策に係る施策です。

廃棄物関係の指標もありますけれども、多くは地球温暖化関係の指標となっています。国
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土交通省の地球温暖化対策は交通分野の省エネ、それから住宅・建築物関係の省エネとい

うのが二大柱になっております。交通分野に関しましては、業績指標４７、ページでいき

ますと１２３ページの特定輸送事業者の省エネ改善率という指標があります。こちらは交

通事業者別の省エネルギー改善率でして、エネルギー使用に係る原単位を前年度比でそれ

ぞれ１％改善していくというものです。これは省エネルギー法の改正により、平成２０年

度から義務づけられている措置でごす。①がトラック等の貨物事業者、②が鉄道、バス、

タクシー等の旅客事業者、③が航空となっており、平成２２年度は①と③が１％以上の改

善率を達成し、Ａ評価となったほか、旅客事業者につきましても０.８％の改善率となって

おり、全体として「おおむね順調」であると言えます。 

 住宅の地球温暖化対策につきましては、業績指標５２、１３６ページの住宅・建築物の

省エネルギー化の指標です。住宅の省エネルギー対策につきましては、建物の断熱性対策

が中心となっております。業績指標５２の①につきましては、二重サッシ等の最低限の省

エネ対策を講じた住宅ストック全体の割合です。②、③につきましては、次世代の省エネ

ルギー基準といわれる平成１１年基準の家屋全体の断熱性能を高める基準につきまして、

それぞれ住宅と建築物の新築のものについて、その割合を示しています。全体としては、

「おおむね順調」と評価できる内容になっておりますけれども、今後は交通事業者は省エ

ネ対策責任者の育成、住宅・建築物につきましては、先ほど申し上げました平成１１年度

の次世代省エネ基準を義務化できるかどうかということについて検討を推進することとし

ております。 

 施策目標１０番から１３番につきましては、東日本大震災に絡む安全関係の施策が続き

ます。本来なら、詳細に評価を行い、データ等も踏まえてご議論いただきたいところでは

ございますけれども、大震災の影響でデータがとれなかったり、担当者が多忙を極めてい

るといった事情から評価書をつくっていただくだけで締め切りぎりぎりでありまして、ヒ

アリング等も満足に行えないという実態があったところが正直なところです。 

 施策目標１０は気象庁関連を中心とした施策です。指標としてはＡ評価が多くなってお

り、通常なら全体の評価としては「おおむね順調である」と評価するところですが、東日

本大震災の発生を踏まえまして、１段階評価を下げまして、「努力が必要である」という

評価になっております。 

 業績指標５９番の１５５ページ、地震発生から地震津波情報発表までの時間の短縮とい

う指標ですが、目標値は平成２３年度に３分未満となっており、平成２２年度の実績値が
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３.８分となっておりまして、現状では約５０％の目標達成率ということで、２３年度に目

標を達成するのは困難ということでＢ評価になっております。ただし、東日本大震災にお

きましては、地震直後の規模の見積もりが不十分だったという点はございますけれども、

地震発生から３分後ちょうどに大津波の津波情報を発表しています。今後はマグニチュー

ド８以上の巨大地震の際にもその地震の規模をより早く推定する技術開発を進めまして、

迅速で的確な津波情報の発表ができるようにするよう努力してまいるということです。 

 それから施策目標１１、これは都市部の市街地の防災性の向上に関する施策です。こち

らはＢ評価が多くなっており、全体として「努力が必要である」という評価になっており

ます。業績指標６６、１７１ページの地震時に火災の可能性の高い密集市街地において安

全性が確保された割合の指標ということになっておりますけれども、平成２３年度にはお

おむね解消するという目標に対して、平成２１年度は３７.７％とかなり厳しい数字となっ

ています。一方、業績指標７１番、１８２ページの鉄道駅、百貨店、ホテルといった不特

定多数の方々が利用される建築物の耐震化率というのは、ちょっと古いデータではござい

ますが、順調に伸びており、Ａ評価というふうになっております。 

 続きまして、施策目標１２番、水害・土砂災害の防止に関する施策です。全体としては

Ａ評価のほうが多いのですが、こちらも東日本大震災を踏まえまして、１段階評価を落と

し、「努力が必要である」と評価しております。業績指標７７番の２００ページの地震時

に水害が発生するおそれのあるゼロメートル地帯の面積を減少させることを目標とする指

標でございますが、こちらは東日本大震災の影響により、実績値の把握が困難なため、平

成２１年度のデータというふうになっておりますけれども、堤防等の河川管理施設の耐震

化によりまして、目標値に向けて順調に推移していると判断し、Ａ評価とさせていただい

ております。 

 それから施策目標１３、津波・高潮・浸食等による災害の防止・減災を推進するという、

主に海岸防止施設の整備に係る施策となっております。全体としてＡ評価が多くなってお

りますけれども、東日本大震災を踏まえ、１段階評価を落とし、「努力が必要である」と

評価しております。業績指標８７、２２４ページの津波・高潮による災害から一定の水準

が確保されていない地域の面積ということですけれども、海岸保全施設の整備等により、

平成２１年度の数字であるが、順調に減少しておりまして、一応Ａ評価になっております。

なお、業績指標８９の指標につきましては、先ほど見ていただいた業績指標７７の指標で

海岸のところということで再掲しているという指標です。 
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 施策目標１４からは治安・生活に係る安全の施策が続いております。施策目標１４です

けれども、公共交通の安全性確保に関する施策です。全体としてＢ評価が多く、「努力が

必要である」という評価になっております。こちらのほうは全体としてやや指標が多いと

いうこともあり、整理・統合していただいて、いわゆる３の指標、３という評価を幾つか

つけていただいています。来年はおおむね妥当な業績指標数になるかなと考えております。 

 施策目標１５、道路交通の安全性の確保の施策です。全体としてＡ評価が多く、「順調

である」という評価になっております。なお、業績指標１０６番、２６８ページの事故危

険箇所の死傷事故抑止率のデータですけれども、こちらは平成２０年度以降全くとれてい

ないというデータでございますけれども、来年の４月からは毎年データをとることができ

るようになるということでして、一応指標の存続を認めたということになっております。 

 続きまして、施策目標１６、住宅・建築物の安全性の確保を図るという施策ですけれど

も、こちらは唯一の指標が業績指標１０７、２７１ページの建築基準法上の完了検査の実

施率ということになっておりますけれども、最終年度の平成２２年度のデータがとれてい

ないものの、２１年度でほぼ達成しているということからＡ評価といたしまして、施策と

しては「順調である」と評価しています。 

 なお、業績指標については今年度で廃止するとともに、施策におきましても、住宅・建

築物の安全性という１６番の施策につきましては、１１番の住宅・市街地の防災性を向上

するという施策に来年度より統合することとしています。これは施策目標の個票を見てい

ただいてもわかるように予算措置が全くございませんので、財政当局との調整なく施策を

変更できるものです。 

 続きまして、施策目標１７番、自動車事故の被害者救済を図るということで自賠責関係

の施策になっております。唯一の指標であります２７３ページ、自動車事故による重度後

遺障害者に対する介護料支給件数がＢ評価となっておりまして、全体といたしまして、「努

力が必要である」という評価になっています。この指標につきましては、介護料の支給対

象者の増減の可能性がございますので、施策目標の達成状況を正しく評価することができ

ないと判断いたしまして、実は昨年もご指摘を賜ったところでございますけれども、今年

度で廃止することといたしまして、より自動車事故の被害者救済という施策にふさわしい

指標をこれから原局と相談してまいりたいと考えてございます。 

 それから施策目標１８番、自動車の安全性に係る施策ですが、唯一の業績指標が２７７

ページの自動車同士の正面衝突に係る死亡事故率となっておりますけれども、目標の最終
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年度の平成２２年度に目標値３％以下というものを達成しており、全体として「順調であ

る」と評価しています。こちらも前の施策と同様に、新しい業績指標を検討したいと考え

ております。 

 続きまして、施策目標１９、海上保安庁の施策ですけれども、業績指標の２８８ページ、

ふくそう海域における航路を閉塞するような大規模海難の発生件数ということですが、こ

れは原則として毎年度ゼロ件に抑えることが目標の施策ですけれども、平成２１年度は、

関門海峡におきまして、護衛艦くらまと外国貨物船が衝突炎上するという事故があったた

めに、その１件でＢ評価となっていましたが、今年度、平成２２年度は大規模海難の発生

がありませんでしたのでＡ評価とするなど、全体としては「おおむね順調である」という

評価になっています。 

 続きまして、これからは「活力」に関する施策が続きます。まず、施策目標２０番、物

流関係の指標ですが、ごらんいただいてわかるとおり、全施策の中で一番多い指標になっ

ています。全体としましては、「おおむね順調である」という評価になっています。正直

申し上げまして、１つしか業績指標のない施策も問題だと思っておりますけれども、ここ

まで業績指標の多い施策も一覧性という観点から問題があるのではないかと考えておりま

して、原局と調整の途中ではございますが、例えば１３０から１３３番のような施策につ

いては、とりあえず指標を廃止して、少しでも見やすいようにしたいと考えております。

その他にも、例えば１１５番の国際船舶の隻数や１１８番の我が国商船隊における外港日

本船舶数など実際の母数がかぶっている指標もありまして、整理が必要と思っていますけ

れども、それぞれ目標とする施策、それから附属する予算、これが異なるということで廃

止したくないという意向を原局は一応持っております。 

 業績指標１２０番の３０５ページ、スーパー中枢港湾に係る港湾コスト低減率の目標で

すけれども、平成２２年度につきましては実績値がとれていないものの、平成２０年度の

２割低減という実績値から、目標値の３割低減は達成可能ということでＡ評価としている

ところです。今後は、国際コンテナ戦略港湾施策を実施することから指標の見直しが行わ

れますけれども、こちらにつきましては、現在、社会資本整備重点計画の議論が行われて

おりますので、今年末までに取りまとめられる結果を踏まえまして、来年度の指標に反映

させる予定です。 

 続きまして、施策目標２１番、観光立国を推進するという指標です。こちらは個人的な

意見で恐縮でございますが、訪日外国人旅行者数をはじめとしまして業績指標の質と量か
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ら見て、国土交通省４７施策の中で一番理想的な内容になっているのではないかなと考え

ているところです。ただし、指標の実績値といたしましては、リーマン・ショック以降の

データが厳しいものとなっており、全体としましては、「努力が必要である」という評価

になっております。その代表指標でございます業績指標１３４番、３３６ページの訪日外

国人旅行者数ですけれども、平成２２年までに１,０００万人との目標は達成できなかった

ものの、８６１万人と過去最高を記録しているところでございます。今後につきましては、

３３９ページの課題の特定の最後のところにもありますように、東日本大震災の影響を踏

まえまして、まずは訪日旅行の安全・安心を取り戻した上で、訪日旅行者の早急かつ本格

的な回復を図っていく必要があるというふうに考えているところです。 

 続きまして、施策目標２２の景観に関連する施策でございますが、こちらは景観法の制

定を踏まえまして、我が省の重要施策として位置づけられているところです。全体として

は「努力が必要である」という評価になっておりますが、業績指標１３９番、３５６ペー

ジの景観法に基づく景観重要建造物及び景観重要樹木の指定件数ですけれども、グラフを

見ていただくとわかるように、平成２２年度の大量指定によりまして、平成２３年度の目

標を既に大幅に達成しておるところです。こちらは平成２２年度に景観重要樹木を大量に

指定したということが要因だったと聞いております。 

 施策目標２３番、道路ネットワークの形成に係る施策でございます。道路局は、指標は

かなり少なく、この施策目標につきましても、三大都市圏環状道路整備率、１つになって

おります。これは３６３ページのグラフを見ていただいてもおわかりのとおり、昨年度も

「これでＡ評価か」というようなご指摘もございましたけれども、道路局によりますと、

平成１９年度から２２年度まで計画どおりの整備が進んでおりまして、かつ、最終年度の

平成２４年度には首都圏の圏央道をはじめといたしまして、約１２０キロメートルの供用

を予定しておりまして、かつ、それをホームページで公表しておりまして、道路局といた

しましては、目標達成は可能であると強く考えているところです。 

 続きまして、施策目標２４番、整備新幹線の整備を推進するというところですが、こち

らにつきましては、平成２２年１２月の東北新幹線及び平成２３年３月の九州新幹線が１

年前倒しで完成しておりまして、全体として「順調である」という評価になっております。 

 続きまして、施策目標２５番の航空交通ネットワークの強化ですけれども、これは全体

として「おおむね順調である」と評価しています。３７７ページの地震時に緊急物資輸送

などの機能を有する空港から一定範囲に居住する人口ですけれども、予算縮減もあり、平
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成１７年以降進捗していないと、完成したものはないという評価になって、Ｂ評価になっ

ております。しかしながら、仙台空港が平成２０年度に基本施設の耐震工事に着手してい

た結果、東日本大震災において空港の耐震事業の有効性が確認されたということで、今後、

更に施策を推進することとしています。 

 続きまして、施策目標２６番、都市再生及び地域再生を推進するという大変広範囲にわ

たる施策となっております。Ａ評価がやや多く、全体として「おおむね順調である」とい

う評価になっております。都市関係施策と地域振興関係の施策の２つに大別できる内容と

なっておりまして、今年７月の組織改正でそれぞれ担当局が分かれたということもござい

ますので、将来的にこの施策自体を分割するなど見直す必要があるかと思いますけれども、

現時点では予算のある施策は予算の項と連動していることから、財政当局との調整が必要

になってくるので、少なくとも、例えば来年の予算要求から実施するといたしますと、２

６年度に実施する２５年度の政策チェックアップから実施するというような、ちょっと先

の長い話になってしまうという問題点があります。また、業績指標１５０番の都市再生誘

発量や、業績指標１５９番の都市機能更新率など、指標の名前を聞いただけではどういう

指標か、定義も目的もちょっとわかりにくい指標が幾つか見られるものですから、今後、

改善が必要だと思っております。 

 なお、半島地域の交流人口１５３番につきましては、これまでずっとＣ評価、これは実

績値は出ますが、その理由が分析できないということでずっとＣ評価になってきたんです

けれども、これは今年かなり厳しく調整を行いまして、Ｂ評価とさせていただきました。

今後もＣ評価、今年からはＮ評価と言っておりますけれども、Ｎ評価では業績指標の意味

がほとんどないというスタンスに立って、可能な限り削減していくように努めていきたい

と考えております。 

 それから施策目標２７番の流通業務立地等の円滑化でございますけれども、こちらは流

通業務市街地の整備に関する法律に基づいて整備された物流拠点の整備地区数の累計が唯

一の業務指標でありまして、全体としては「おおむね順調である」という評価にしており

ます。こちらは予算がない施策となっておりまして、来年度からは２６番の都市再生の施

策に統合したいと考えております。 

 それから施策目標２８番、集約型都市構造を実現するという施策ですが、こちらも唯一

の業績指標がＡ評価であり、全体として「順調である」という評価になっています。こち

らも２７番の施策と同様に予算のない施策となっており、来年以降は２６番の都市再生の
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施策に統合することとしております。 

 それから、２９番の鉄道網の整備に係る施策です。全体としてＡ評価が多いことから、

「おおむね順調である」と評価しています。成田高速鉄道アクセス線の開通等による１６

６番の三大都市圏の整備路線延長、それから１６７番の東京圏の混雑率等おおむね順調に

来ている指標もある一方で、１６３番のいわゆるモーダルシフト施策のように景気や東日

本大震災の影響を受け、一時的に指標がマイナスの方向に向かっているものもあります。 

 続きまして、３０番ですが、地方や離島における公共交通の維持・活性化に係る施策で

す。１７１番の地方バス路線の維持率や１７２番の離島航路の就航率などがＢ評価となっ

ており、全体として「努力が必要である」という評価になりました。事業仕分けにより厳

しい状況となっておりますけれども、事業を整理統合して、新しくできました地域公共交

通確保維持改善事業によりまして、総合的に地域公共交通の維持活性化を図りたいとして

おります。 

 ３１番の都市交通のシステムの整備に係る施策です。唯一の業績指標名が「まちづくり

による公共交通利用可能性の改善率」とわかりにくい指標になっておりまして、かつ実績

値も全くとれていないということから、こちらだけは唯一の指標ですが、Ｎ評価にせざる

を得ませんでした。全体の施策といたしましては、都市交通システム整備事業を順調に実

施しているということでしたので、一応「おおむね順調である」という評価にしておりま

す。社会資本整備重点計画の指標ではありますけれども、今後、別の指標に見直していた

だく必要があると思っております。 

 ３２番の主に渋滞対策に係る施策でございます。４４５ページの開かずの踏切等の踏切

遮断による損失時間の業績指標ですけれども、グラフを見ていただくと、目標達成するの

はなかなか難しそうだと考えられると思いますけれども、一応指標の動向の欄に「連続立

体交差事業や道路の立体化等は、事業完了まで長期間を要し、完成により加速度的に損失

時間の削減が見込まれること」といった説明を追加することで、一応Ａ評価としておりま

す。ＥＴＣ利用率については、既に目標を達成していることから、引き続き施策を推進す

ることとしています。 

 続きまして、施策目標３３、社会資本整備・管理等を効果的に推進するということで、

主にコスト改善を内容とする施策でございます。４５１ページの公共事業総合コスト改善

率は維持管理事業に係る契約を複数年化するなど、さらにコスト改善を図ることから一応

Ａ評価とするなど、全体として「おおむね順調である」という評価にしております。 



 -15-

 続きまして、施策目標３４番、不動産市場に係る施策です。これ以降、国土交通省関係

産業の施策が続きます。業績指標１８３番、４４６ページの不動産証券化実績は、アウト

カム指標として大変わかりやすい指標だと考えておりますけれども、景気が回復せずＢ評

価となりました。一方、地価情報や取引価格情報を提供するホームページへのアクセス件

数など情報の提供に係る指標は順調に伸びており、全体としましては「おおむね順調であ

る」と評価しています。 

 ３５番、建設市場の整備に係る施策でございますが、厳しい経営環境の中、今年度から

実績値をとっております業績指標１９０番、４８３ページの我が国建設企業の海外受注実

績などがＡ評価となり、全体として「おおむね順調である」と評価しております。今後も

建設企業の海外展開や入札・契約の適正化を推進することとしています。 

 ３６番の統計調査に係る施策でございますが、こちらはすべてＡ評価となっており、全

体として「順調である」と評価しております。 

 ３７番の地籍の整備等の国土調査を推進するという地籍整備の施策でございますが、唯

一の施策が、地籍が明確化された土地の面積ということでございますが、依然として低調

でございまして、全体として「努力が必要である」という評価になっています。また、こ

ちらにつきましては、すべての業績指標２２４個のうち、平成３１年が目標年次と５年よ

り先になっている唯一の指標でございます。こちにつきましても５年以内の目標が立てら

れないか、今後に向けた課題であると考えております。 

 施策目標３８番、自動車運送業の市場環境整備を推進する施策ですが、これは昨年度予

算の項が新設された関係で、新たに立てた施策目標です。したがって、何か業績指標を立

てる必要があり、業績指標２００番トラック運送業における事業改善事例件数が新たに立

てられております。目標値としてはＡ評価であり、施策は「順調である」と評価しました

が、施策といたしましては、現在１,１００万円の予算しかありませんので、今後、施策自

体の見直しの必要性が問われると思っております。 

 ３９番の海事産業の市場環境整備の施策ですけれども、５１０ページの海事産業のヒ

ューマンインフラであります船員につきまして、今後１０年間で大量退職者が見込まれる

ということから、船員採用者数の水準を業績指標としておりますが、現在のところ船員の

確保・育成が順調でして、全体としては「おおむね順調である」と評価しています。 

 施策目標４０番の総合的な国土形成を推進するという内容ですが、予算の関係ですけれ

ども、社会資本整備交付金の予算はこちらに一括して計上されております。国土形成に係
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る２０３番、５１４ページの指標でございますが、平成２０年７月に閣議決定されました

国土形成計画の進捗を代表的に示すと考えられる１５項目のうち、進捗している項目数を

指標としたものです。今回は基準となる２１年度のデータまでしかありませんので、特別

に２０年度比で比較をして、トータルで９つ進捗しているのでＡ評価としています。全体

としては、この業績指標を中心として評価をいたしまして、「おおむね順調である」と評

価しています。 

 ４１番のこちらは国土地理院の施策ですけれども、５２６ページの電気系統のトラブル

によるデータの欠測率が０.４％台になるなど、２つの業績指標につきましてはいずれもＡ

評価でして、全体として「順調である」と評価しております。 

 施策目標４２番の離島の振興を図る。これは離島、奄美、小笠原とそれぞれ法律を持っ

ている部分につきましての施策です。いずれも総人口を目標値としておりまして、それぞ

れ目標値に向けて順調に推移しているということで、全体として「順調である」という評

価になりました。ただし、５３７ページの小笠原につきましては、グラフを見ていただく

とわかるとおり、若干人口が減少している中、目標値が人口増加になっていますので、通

常なら厳しいという評価になろうかと思いますけれども、これは屋久島が世界遺産登録後

に人口がかなり増えたということを参考といたしまして、今後、観光業等の雇用の増加が

見込まれるということを判断いたしまして、Ａ評価を認めたものです。 

 続きまして、４３番、北海道総合開発を推進するという施策です。指標を見ていただき

ますとわかるとおり、実は道路・河川関係の指標が他の道路・河川環境の施策に入ってお

りますため、施策としては主に農林漁業の施策及びアイヌ、公営住宅、北方領土関係の施

策で評価せざるを得ないという、ちょっと難しい状況になっています。今後、平成２４年

度の政策レビューに向けて指標の改善が必要であると原局とは話をしているところです。

現時点では、全体として進捗が見られない指標が多く、「努力が必要である」との評価に

なっています。 

 施策目標４４番、技術研究開発を推進する施策ですが、指標につきましては５５５ペー

ジ、年度計画どおりに進捗した技術研究開発の割合ということでＡ評価となっております。

ただし、こちらにつきましては、来年から各研究機関、統一的な業績指標を用いた外部評

価である目標を達成した技術開発課題の割合という指標を活用することとしております。

より客観性の高い指標に改善されるものと考えております。 

 続きまして、空港や道路等の国土交通分野における情報化の推進に係る施策です。５５
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８ページ、指標は国土交通分野における重大なＩＴ障害が発生した件数でして、平成２２

年度におきましては、成田空港と新幹線システムで１件ずつＩＴ障害が発生しましたけれ

ども、全体としては少ないものと判断いたしまして、Ａ評価として、施策の評価としても

「順調である」と評価しております。 

 ４６番国際関係の施策ですが、業績指標２２２番、５６１ページ、国際協力の推進に寄

与したプロジェクトの件数ですけれども、昨年同様目標値に近い数字となっており、Ａ評

価としております。全体といたしましては、この７月の国際統括官の設置など組織再編を

含め、さらに国際協力、連携を推進する必要があるということで「おおむね順調である」

という評価にいたしました。 

 最後施策目標４７番、環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整備・保全を推進する

施策です。昨年度まではすべてＡ評価でございましたけれども、ご案内のとおり、地域主

権の関係で出先機関の改革の検討が進められている関係上、整備を見送っている施設も多

数ございまして、今回はＢ評価が多くなっており、全体として「努力が必要である」とい

う評価になっております。 

 以上でございますが、資料１－１、総括表をごらんいただきたいのですが、この４７施

策の評価を１枚紙にしたものでございます。一番下の欄を見ていただきたいのですが、「順

調である」が１６、「おおむね順調である」が１８、「努力が必要である」が１３と、結

果として、ほぼバランスのとれた結果になったかなと考えております。 

 また、資料１－５の１枚紙をごらんいただきたいのですが、１．は既に説明しておりま

すので、２．３．をごらんいだたきますと、昨年度は２３３で政策チェックアップを実施

しておりまして、今年は全体として９減らして、全体で２２４指標により政策チェックア

ップを実施しております。来年につきましては２００程度にしたいなと、これは気持ちで

ございます。また、施策につきましては、先ほど申し上げた３点、３施策につきまして統

合を図ることとしまして、来年は４４施策でチェックアップを実施したいと考えておりま

す。 

 ３．でございますが、Ａ評価、Ｂ評価、Ｎ評価、昨年はＣ評価と言っておりましたけれ

ども、例年以上に厳しく評価作業を行った結果、以下のように変化してございます。Ａ評

価につきましては６９.３％だったのが６０.３％に、Ｂ評価であったものが２６.１％から

３７.５％に、Ｎ評価であったものが４.５％から１.８％にという形で、より厳しく判定を

させていただいたという結果であると思っております。 
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 とりあえず説明としては以上でございますが、なお、本日ご欠席の山本委員からご指摘

を昨日いただいておりまして、一応読み上げますと、「東日本大震災の関係をまとめて記

述してはどうか」というご意見。それから、「東日本大震災を踏まえて指標の見直しを検

討してはどうか」というご意見。それから、「予算執行の額、予算の額の欄は有用ですけ

れども、一部に翌年度繰越額と前年度繰越額が合わないものがあるので、精査していただ

きたい」と。これは一部予備費や流用などがあったためと思われますけれども、精査して

まいりたいと考えておりますし、あと東日本大震災の関係につきましては、社会資本整備

重点計画の見直しを含め、来年のチェックアップには間に合うように私どもも検討してま

いりたいと考えています。以上でございます。 

【上山座長】  はい、ご苦労さまでした。それでは、時間がちょっと押していますので、

各委員に３～５分ぐらいコメントをいただきたいと思います。個別の施策目標の個票に関

する話でも結構ですし、今の山本先生のように全体にまつわる話でも結構です。お一人ず

つのほうがいいかと思いますが、どうですか。佐藤先生。 

【佐藤委員】  一番最初が一番難しいと思うんですが、今伺ったので、完全に理解し切

れていない部分もあるかもしれないんですけれども、幾つか、例えばちょっと途中から気

になり始めたのは地域再生のところです。離島の地域再生のところで、小笠原でしたっけ。

指標の４２ですけれども、人口を指標として用いているというのはいささかどうかなと思

うのは、逆に今、高齢化が進んで人口減の社会に入っていくわけですから、別に人口を増

やすことがいいことかというのは何とも言えかなというのが１つ。 

 それから北海道に関しても、総合開発というのであれば、一番わかりやすいのは北海道

のＧＤＰがどうなるかとか、産出額がどうなるかとか、雇用がどう改善したかとかいう話

につながってくると思うので、逆にあまり細かく、目的が総合開発自体であるならば、そ

こまで細かく見なきゃいけないのかなということと、それから指標と指標を多分、もし重

複があるというのであれば、これはデータ的に相関関係がどうなっているか見られると、

つまり、同じようなトレンドを示している指標であれば、片方を見れば、もう片方もわか

るということになりますので、もし今後、業績指標を減らすという方向で行くのであれば、

１つの判断基準は、そのあたりの関係性を見ていくということがあっていいのかなという

ことです。 

 それからもう一つは、今回東日本大震災の話がかなりクローズアップされていますけれ

ども、典型的なのは、外国人の観光客が減ったということが１つあると思うんですけれど
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も、そういう外部要因に関する記述というか、説明がもう少し細かくあってもいいのかな

と思うのは、必ずしも今回、東日本大震災に限らないと思うんですが、目標が達成できな

い、それはまずいですねというのはよくわかるんですが、その達成できない理由が、つま

り、今の自分たちの中でのやり方がいけないのか。よく言うんですが、予算が足りないの

か。あるいは逆にほかの政策とのそごがあるのか。例えば、住宅関係とかでいいますと、

住宅だけで自己完結しない部分もあるでしょうし、災害関係ですと、もちろん地域の再開

発ともかかわってきますし、ほかの部局との関係で、一体として何か解決できるものがあ

るのかどうか。そのあたり、何かちょっと記述っぽくなっちゃいますけれども、目配りが

あってもよろしいのではないかというふうに思います。 

 それからもう一つ、今回かなり厳しく評価されたということで、僕はそれはそれで結構

だと思うのですが、全体としてＡ評価が減ったとか、Ｂ評価が減ったというときに、それ

は政策がうまくいっていないからなのか。逆に評価を厳しくしたからなのか。つまり、や

っている側の問題なのか、評価している側の判断の基準の変化なのかというのが、多分、

これから数年間、経年的に比較していく中で、Ａ評価の比重が毎年変わっていくというの

がだんだん見えてくると思うんですけれども、そこあたりの要因として、どっちなのだろ

うというのがわからないと、将来的に、平成２２年度はやたらめっぽうＡが少ないね。こ

れは一体この年に何があったんだろうねというようなときに、いろいろと議論があると思

いますので、そのあたり判断基準として、今回は厳しくしたんだという旨ははっきりとさ

せておかないと、後々、将来的に誤解を招くケースも出てくるかなというのは、ちょっと

最後は感想ですけれども。以上です。 

【田辺委員】  何点かございます。まず、こちらの資料１－３のほうでまとめていただ

きました施策の個票というのは、非常に整理されていて全体が見やすくなったかなという

ことと、かつ、総務省全体である意味では共通したフォーマットをつくって、一覧性を全

政府の中で持っていこうということの試みなのだろうと思いますけれども、非常にいいサ

ンプルになっているのではないかと考えた次第であります。 

 それから、業績指標のＡとＢのところを見て、その割合がどういう形になっているのか

ということで、全体の施策目標の評価というのを出していますので、その点でも、実際に

担当しているところからいうと、いろいろ意見はあろうかと思いますけれども、非常にあ

る意味ではわかりやすい、事後的に評価をする側の主観性でもって左右されないような形

になっているのではないかなということが感想でございます。 
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 何点かございまして、１つは、特に国土交通省の施策におきましては、社会資本整備に

関して交付金化の動きというのが非常にある意味では大きな影響を持ってきております。

それがこの施策の目的の個票の中に予算との対応という形で、予算、それから執行額等で

入ってはいるんですけれども、それが交付金ですからばっとやっちゃって、その後どこに

具体的に使われたのかなというのが、これは補足可能なものなのでしょうか。２１年まで

は執行額等で出てはいるのでありますが、２２年、２３年という交付金化が急速に進んだ

後で、そこをどこに具体的に各県、市町村で使ったのかなという部分が見えてこないと、

ある意味では、地方自治にとっては渡し金で自由度が増えるというのは悪いことではない

とは思うんですけれども、他方で、交付金化の裏側には何に使ったんだというところを見

て、その効果が果たしてあったのか否かというところのチェックをやらないと、単なる渡

し金になってしまいますので、そこの工夫のしようがあるのかどうかというのが今の段階

ではわからないものですから、かつ、経年の変化、どこに重点がというところも見えない

ものですから、何か工夫があるんだったら、その点をお教えいただきたいというのが１点

目でございます。 

 それから、全体として見て、チェックアップの結果一覧表のところで、前年度の評価か

ら厳しくなったところ、もしくは変化していないのはどこかということなんですけれども、

暮らしとか環境に関しては、ほぼ指標は前年度と同様の形で評価されており、そういうも

のかなという感じはしております。他方、明らかに前年度の評価から、ＡだったものがＢ

に落ちているというのは「安全」のところでありまして、これが大震災の影響ということ

で、そうせざるを得なかった部分があるのだろうとは思いますけれども、ある種の説明が

必要ではないのかなという感じがしております。 

 もう一つ、割と指標が変化しておりますのは「活力」の部分でありまして、これも物流

等々でリーマン・ショックの影響からどこまで回復できたのか、できなかったのかという

ことが反映されているのかもしれません。他方、大きな目標の９のところの市場環境の整

備等に関しては上がったものもあれば、下がったものもあるという形になっているので、

全体としては、私なんかはこの動きがある種、国交省が担当している社会の動きを明らか

に反映しているのではないのかなという感じがしております。その点では、常識に合致し

た評価というのが褒め言葉になるのかどうかわかりませんけれども、妥当な評価ではなか

ったのかなと感じている次第であります。他方、個々のところで指標が多過ぎるとか、金

額のところで予算が全然ないというようなものに関しては、おっしゃられたように、積極
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的に集約し、かつ統合し、見やすいような形にしていただければと思っている次第でござ

います。 

 以上、簡単に申し上げました。 

【白山委員】  私も大体、今先生がお話しいただいたのと同じでございまして、一番気

になったのが予算のところでございます。社会資本整備総合交付金が、この施策でいきま

すと、ご説明の中では４０のほうに計上されているというところで、金額が大体ほぼ同じ、

２２年度が２兆円、２３年度が１.６兆円ぐらいで、各施策の※のところで書いた金額とほ

ぼ大体同じような金額になっておりますが、やはり政策なり施策なりと予算との連動とい

うのを、今、公会計の中で最大の問題になっておりますし、それから予算のあり方みたい

なものも、たしか施策との連動ということを考慮しつつ、公会計のあり方を考えるという

ような流れがございまして、そこと交付金といったようなものの統合という問題と相反す

るところがあるかもしれませんけれども、やはり時系列的に見ていく場合には、それを何

らかの形で施策ごとに分解していかないと、これを出す意味がそもそもないのではないか

という気がいたします。 

 現実の予算執行ベースのところで、そもそもできないものなのか。そこら辺が私もよく

わからなくて、もし各個票で業績指標と、それに対する予算の執行というのを出していく

ならば、票の目的感として、当然ここの中が分かれていかないと、出す意味があまりない

のではないかという気がいたします。あとは予算の執行のところ、予算のない施策という

のは統合されていくということで、ちょっと予算がない施策というのをどう理解すればい

いのかという問題もありますので、そこのところは統合されていくというお話を聞きまし

たので、それはそれでいいのではないかと思います。 

 特に、施策の４０のところに計上されているとご説明がございました予算金額、これを、

例えば個票を見た場合に、総合的な国土形成を推進するということでドカーンと２兆円、

１.６兆円と載っているわけですが、他の施策との関係は一体どういうふうに考えればいい

のかというのが、予算の執行との関係でなかなか評価ができないというところがあります

ので、やはりそこら辺が一番気になったところですので、できないものなのか、それとも

何らかの手法によって改善ができるものなのか。そこのところを確認させていただければ

と思います。 

【上山座長】  ここで国交省の方から、特に予算のあたりをお願いします。 

【麓企画専門官】  ありがとうございます。まず、佐藤先生のご指摘を賜りました人口
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のお話ですけれども、離島はなかなか総合的な指標の立て方が難しくて、総人口の指標と

させていただいているところでございます。 

【上山座長】  すみません、個別の指摘のところは、一々回答をいただくと時間がなく

なるので、全体に係る話をお願いします。 

【麓企画専門官】  わかりました。大きくご指摘をいただきました社会資本整備交付金

の関係でございますが、ここは国土交通省、現在のところ、予算関係では最大の政策評価

上の課題だと思っています。一応、欄で最低限お示しさせていただいたのは、各施策の中

で、この施策で、例えば１番にございますとおり、社会資本整備交付金の施策があります

ということは記述させていただきました。これはほとんどがとられた施策も多数ございま

すので、現在のところやれる対応はここまでということで、大変恐縮でございますけれど

も、今後それを具体に執行したときにどういうような使い道をしたのかということにつき

ましては、また会計課などとも相談いたしまして、何か対応できるか、積極的に検討した

いと考えております。 

【佐藤委員】  言い忘れていたので、もう一つ、活力のところの指標ですが、以前、上

山先生からも何かご指摘があったような気がするんですが、指標として、国内で前年に比

べてどうなったかよりは、海外と比較してどうかというほうが大きいと思うんです。何か

違和感があって、そういう国際航空ネットワークの強化とか、何かいろいろと言われても、

うまくいっているようにとても思えない。多分、海外との比較で我々普通認識するからだ

と思うので、そういう指標のとり方もあるかなということと、交付金については、これも

地域主権、私は地方財政をやっているので、交付金が１つ大枠なので、じゃあ、それに合

わせた大枠の指標をつくるかどうかというのが１つあると思うんです。１つの考え方とし

ては。つまり、交付金に合わせてしまうというやり方もあるし、もちろん自治体にサンプ

リング調査して、実際どうだったのかなというのを聞くのも１つだとは思うんですけれど

も、なかなか情報はとれないか、あるいはかなりラグを持って出てくるかなという気がし

ます。 

 それから個人的に、よく国が補助金という形のほかに補助裏がありまして、実際それは

交付税とかで手当てされているので、ここで出てきている財源、これはあくまでも国交省

さんが補助金として出してきている財源なので交付金以前からなんですけれども、もとも

ともっと多くのお金が使われているはずなんですね、その部分も含めてしまうと。もし執

行が地方であるとするとですね。したがって、交付金になったから何か人が見えないとい
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う言い方をすると若干ミスリーディングなのは、もともと補助金として国が出している部

分にオンザトップで地方からの補助裏の部分がありますので、そこの部分が実はもともと

見えていないというのもあるので、ちょっとそこは一長一短かなという気はしているんで

すけど。 

【上山座長】  私もコメントさせていただきます。全体としては、今回、施策目標別の

まとめが入って非常にわかりやすくなったと思います。それで、Ａ指標、Ｂ指標の評価の

合計を使って３段階評価をやってみたわけですけれども、これの結果も個票に書いてある

具体的なディテールと大体ずれがないという感じなので、数字を使って実態把握するとい

う本来の趣旨には十分沿っているのではないかと思います。 

 ただ、新しいこの方式を入れたことに伴う課題とも見えてきた。例えば、「順調」、「お

おむね順調」、「努力」という３段階を入れるときに、本来の目安は、Ａ評価、Ｂ評価の

合計のうち、Ａ評価の割合が８割とか、機械的に評価の比率を足して出すということにな

っているんですけれども、個別の説明をいろいろ聞いていると、数字はまだ出ていないが、

２年後には一気に工事が完成するので、これはＡにして、結果的に「おおむね順調」にし

ましたとか、その種のロジックが結構多い。これは直感的理解に即した答えなので、その

こと自体は大きな問題ではないと思う。しかし、その思考プロセスがちゃんと書かれてい

ないのは問題です。具体的には「ここの３段階評価は、単に機械的な３段階ではなくて、

見込みも入っているんだ」とか、「現時点では数値はＢになっているけれども、確実に２

年後にはＡになることが見込まれているので、結果としては「順調である」にした」とか、

もうちょっと丁寧な説明が要ると思う。 

 というのは、３段階評価を意識したために、実は本来ＢのものがＡに昇格してしまうと

いうようなことが何年かたつと出てくる気がしてます。あと、局によってのばらつきとい

うのを感じるんですね。道路局などは結構、工事計画が非常にしっかり見えているから先

が読めるという言い方もできるけれども、明らかにＢなのにＡだというふうな感じを受け

る。このデータを見ますとね。そういう意味では、その辺の経緯をきっちり書くという作

業が要る。 

 さて、神々は細部に宿るので、あえて個別票のところでコメントを幾つかさせていただ

きたい。１０ページは、初歩的な話ですが、４３番自然体験活動拠点数というのが目標に

なっています。これはそろそろ拠点整備も大分進んでいるので、今後は利用率とか稼働率

を本来見るべきでしょう。 
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 それから、ちょっと疑問なのが次の１１ページの５１－①、下から２段目のあたり。廃

棄物の再資源化率で②がコンクリートですね。それから⑥が建設発生土。これは初期値が

８０で、⑥建設発生土を見ると、初期値が８０.１で、２０年度が７８.６に下がっている。

目標が８７で結果Ｂというのはいいんですけれども、上のほうを見ると、コンクリートの

塊、これは目標９８以上なのに、２０年度で９７.３。それなのにＢになっていない。この

辺、言い出すと微妙なんですけれども、さっきの理屈の問題だと思います。２０年度の数

字だから、さすが今年はもう達成しているはずだといった、理屈があってこうなっている

のだろうと思います。しかしこの辺もうちょっと、個票に書くというよりは、全体の評価

方針として幾つかのルールを示すべきです。推計を入れてもいいんだとか、あるいは古い

データを使っている場合は機械的に判断していないとか、幾つかそういうものを決めたほ

うがいい。 

 あとは、内容的な話になっちゃうんですが、１４ページの６７、６９、それから１６ペー

ジの８１番の一番下、全てハザードマップです。いずれも達成率が極めて低い。目標に対

して非常に低いが、国民的関心は極めて高いテーマだと思う。そういう意味でいいますと、

例えば１６ページのところがＡになっているけれども、５０に比べても低いし、そもそも

５０というのが、これでいいのかという問題があります。目標値そのものが低過ぎるんじ

ゃないかという問題とか、達成状況が非常に悪いという問題とか、それからあと、これは

多分自治体の問題だと思うんですけれども、国交省としてはどうするのかという問題があ

る。大震災対応でいろいろな配慮をするのであれば、こういう具体的なところの配慮とい

うのが要る。ハザードマップ系は非常に関心が高いわけで、もうちょっと丁寧な説明がい

るんじゃないかと思う。また、そういうことを書くことで物事が前に進むのであれば、そ

れは政策評価の力ということにもなる。多分どこからもあまり反発が出ないようなテーマ

なので、国交省、頑張っていただきたいと思います。もっとも以上は政策の話で、評価の

域を若干超えています。単なる個人的コメントということにさせていただきますけれども。 

 それから２６ページ、これは以前も申し上げましたが、さっきの説明にもあったとおり、

指標の数がどう見ても多過ぎる。予算のことを考えてそうなっているのであれば、これは

他局と同じ扱いですっきりさせてもらいたい。例えば１１６と１１８、我が国商船隊の輸

送比率、それから我が国商船隊における外航日本船舶数、この２つの違いやわざわざ２つ

に分ける意味はよくわからない。それからそもそも１１８の目標が１８０と書いてあるが、

それが全体の何割なのかわからない。何割だと何がいいのかもわからない。単に１８０を
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目指して頑張っていますと言われても、その数値自体の根拠もさっぱりわからない。 

 それから３０ページですが、これは三大都市環状道路です。これはさっきの説明にもあ

りましたが、５６なのに、なぜＡなのか。これは明らかにおかしい。どうしてもＡにした

いのであれば、上のところに２３年度には６８になり、２４年度には７０になることがほ

ぼ確実であるとか、そういう文言を書いていただきたい。書けないんだったら、ここだけ

例外扱いというのはおかしい。 

 それから３４ページ。言葉の意味ですけれども、１５３番はちょっと意味がよくわから

ない。こちらの分厚いほうを読むとわかるんですけれども、１７年と比べてどうかという

ことだったら、単にそう書けばいいじゃないかと。それから１５４番もちょっと日本語と

して変で改良の余地ありだと思う。 

 それから３６ページ、１６１番、６４地区のうち５８地区、これでＡになっているけれ

ども、さっきの道路と同じ問題。Ａなら理由が必要。 

 それから４０ページ、これは指標そのものが非常に手の込んだ指標をもともと設定して

しまっていて、だから数字が出ない。でもこれはちょっとこのままでは許せない。代替指

標は幾らでも考えられると思う。すごくマニアックなことをやって指標の値が結局出ない

という状態。過去これだけ調査して何も出てこない。これはほかのわかりやすい指標をち

ゃんとつくって抜本的見直しをぜひやっていただきたい。 

 それから、次の４１ページ。結果はＡで、多分頑張っておられるのだろうと思います。

しかし目標値に１割削減と書いてあるが交通量が増えたり減ったりすると実績値が変わっ

ちゃうので、開かずの踏切への対策をした結果かどうかわからない。しかも、毎年１万と

か上がったり下がったりという程度ですから、景気変動と相殺されないのかと。要はあま

り意味のある数値ではないと思う。単純な数字にされたらいい。サンプル調査でもいいの

かもしれないし、単にアウトプット指標でいいのかもしれない。 

 それから５２ページ。電子基準点、２０７番です。電子基準点の観測データ、これは目

標値が１％未満となっていて、実績０.４３です。けれども、１８年度、初期値のほうが高

くて、大きな流れを見ると下がっている。それがまた最近上がっている。１％未満の中で

の０.何とかというのは結構大きいんじゃないでしょうか。１００と数えると、７０が４０

になって足踏みしているということになるので、０.何％というのは大したことないのかも

しれないが、この数字の読み方です。これをどう考えるのか。私は甘いんじゃないかと思

う。Ａでいいのかちょっと疑問。あるいは１％というのがそもそも目標として高過ぎる。
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あるいは０.３ぐらいは誤差の範囲だということであれば、数値としての妥当性がどうかで

すね。 

 それから、５３ページの離島ですが、これは人口が小笠原は増えていて、奄美とその他

の離島は絶対値として減っている。それで全部がＡ評価になっています。目標に照らすと

正しい評価かもしれないけれども、離島と奄美は目標値が初期値より低い。人口を減らさ

ないための努力目標だと思うんですけれども、こういう指標自体をどう考えるか。増やし

たいというときは目標値で見るとわかりやすいと思うんですけれども。持続可能な何かい

いサイクルが維持できてることを多分目指しているんだと思う。けれども、１，０の絶対

値だけでは議論できない。例えば若い人の比率とか、もうちょっと何かやらないと。人口

が減ること自体は、多分ある程度しようがないんだと思います。離島だからではなくて、

都市圏以外は多分そうだと思うんですね。だとすると、全国の例えば普通の都市圏、普通

の地方と比べてどうかとか、あるいは若い人の比率がどうかとか、高齢化率がどうかとか、

もうちょっと何か考えないと、離島の人口が減っているということ自体をとどめるという

感じの目標自体が、やっている政策に照らしてどうなのかやや疑問です。 

 以上です。ちょっと細かいことをいろいろ言いましたが、細かいことを言わないと来年

度につながらないので申し上げました。私のコメントを含めて各委員から出たコメントの

細かい部分の扱いについては、事務局のほうで本年度及び来年度の作業に生かしていただ

ければと思います。 

 ほかの委員の方、いかがですか。よろしいですか。 

 それでは、次の議題に行きますか。 

【麓企画専門官】  それでは、資料２の政策レビューの関係につきまして、説明をお願

いします。 

【渡邉政策評価企画官】  それでは、政策レビューにつきまして、２点ご報告申し上げ

たいと思います。政策評価企画官、渡邉でございます。まず、資料２－１と資料２－２が

ございますけれども、資料２－１は、前回４月の評価会で先生方に指摘いただきました、

今年のテーマであります「美しい国づくり」から順番に並んでいますけれども、それぞれ

のテーマについての指摘事項の各局の対応でございます。ちょっと時間がございませんの

で、個別にはお話ししませんけれども、指摘いただいた項目につきましては、それぞれの

各局で指摘を踏まえて、今年１年で評価していくことになってございますので、その中で

評価書に適切に書いていきたいということで、それぞれの項目についてそれぞれ書いてご
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ざいます。 

 具体的にはまた見ていただいて、これを１年間かかってやるということですので、何か

まだこれではおかしいというようなことがあれば、後で結構ですので、事務局に連絡して

いただければ、原課に伝えて、評価書に反映できるように適切に対応していきたいと思っ

ているところでございます。 

 前回の指摘事項につきましては以上で説明を終わらせていただきまして、引き続きまし

て、資料２－２ということで、今年度の政策レビューのテーマですけれども、前回７テー

マ示させていただきましたが、今回追加で１テーマ、政策レビューを実施したいというこ

とが上がってまいりましたので、それについて説明させていただきたいと思います。 

 それでは、官房の総務課長、よろしくお願いいたします。 

【藤田官房総務課長】  官房総務課長の藤田と申します。よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料２－２でございますけれども、今年度の政策のレビューのテーマとして

１つ追加をしたいということでございます。テーマといたしましては、ここにございます

ように、「指定等法人に対する国の関与等の透明化・合理化－指定等法人が行う事務・事

業の検証－」ということでございます。目的、必要性以下につきましては、次の資料でご

説明をさせていただきます。 

 まず、１ページでございますけれども、ここで「指定等法人」ということを言っており

ます。これにつきましては、一番上にございますが、「法令等に基づき国の指定、認定、

登録等を受けて、法令等で定められた特定の事務・事業を実施する法人」ということでご

ざいまして、後ほどもう少しご説明いたしますけれども、例えば国家資格の試験事務であ

りますとか、あるいは身近なところでは車検のような制度、これを民間の特定の能力のあ

る主体にやらせる、こういったものでございます。 

 背景といたしまして、実施根拠のところにございますが、平成１６年の閣議決定、今後

の行政改革の方針の中で、官民の役割分担、規制改革、国の関与等の透明化・合理化等の

観点から、平成１８年度末までに、指定等法人について、所要の見直しを行うということ

が決められております。具体的には、その内容や指定、登録等の形態を精査、分類する。

それから国の関与等の透明化・合理化のための基準を策定し、厳格な見直しを行う。それ

から、今後、国以外の特定の法人に国の事務・事業を実施させざるを得ない場合には、法

律にその根拠を明示する。それから、指定制ではなく登録制とすること等とし、規制の新

設審査の一環として厳しく審査する際の基準を定める。こういう大ざっぱな方針が定めら
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れております。 

 これを受けまして、平成１８年８月に別途閣議決定がされておりまして、その中で、先

ほど１６年の閣議決定がありましたような、いろいろな新設の際の基準とか定められてお

りますが、その一環といたしまして、定期的な検証を行いましょうということが決められ

ております。事務・事業について、少なくとも３～５年ごとに政策評価を行い、その事務・

事業の必要性について定期的な検証を行う。初回の政策評価は平成２３年度末までに実施

する。こういうことが閣議決定されておりまして、これに基づいて今回政策評価を行いた

いと、こういうことでございます。 

 その事務の中身につきましては、次の２ページ目でございますけれども、「対象となる

事務・事業と指定等法人」という欄がございますが、対象法人、これは公益法人の一部、

それからいわゆる指定自動車整備事業場、空港会社等の民間法人が中心でございます。政

府全体で２２０の事務・事業、それから３万７,０００の法人が対象となりますが、そのう

ち、国土交通省の関係は４８事務・事業、約３万弱の法人ということになってございます。

なお、この数字につきましては、現在精査中でございます。 

 分類といたしまして、そこに政府全体の分類で１から１０までの類型がございます。資

格付与のための試験、講習研修、登録、交付表示、検査検定、助成、調査研究、促進啓発、

指導助言、その他ということで４８事務・事業、２万９,６２３法人というのが国交省の現

状となっております。 

 その右側に対象法人の種類と数がございますけれども、公益法人２２６、社会福祉法人

等１１４、学校法人２８０、民間の株式会社、これが最も多くて２万８,９４３、その他が

６０。この民間の大半は、いわゆる指定自動車整備工場、民間車検場でございます。そう

いう類型になってございまして、対象事務・事業の数といたしましては、そこの円グラフ

にございますけれども、主として講習研修、助成、調査研修、指導助言、このあたりの類

型が相対的には多くなってございます。 

 これにつきまして、その次のページでございますけれども、閣議決定の中で政策評価を

行うということが決められておりますので、国土交通省の政策評価の手法のうち、今回、

いわゆる政策レビューの方式によってこれを行いたいということでございます。評価の視

点といたしまして、その下のほうにございますけれども、事務・事業の内容は多岐にわた

りますので、これにつきましては、それぞれの事務・事業の所管課において基本的には政

策評価を行い、これを私ども官房総務課のほうで全体を取りまとめるということにしたい
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と思っております。 

 評価の内容でございますけれども、まず、それぞれの所管課におきまして、評価書（個

票）を作成しまして、事務・事業の概要、目的、必要性、有効性等の観点から、改めてそ

の事務・事業の必要性等について検証を行うということにしたいと考えております。若干

敷衍いたしますと、民間法人にやらせるわけでありますけれども、その根っことなります

事務・事業自体、あるいは国の規制といったもの、それ自体の必要性というところの検証

がまずあろうかと思っております。それが必要であるとしても、それを民間法人にやらせ

ることが合理的なのか。あるいは民間法人にやらせるとした場合でも、その主体の決定方

式が透明性・合理性のあるものになっているか。それに対する国の関与に問題はないか。

こういった視点から検証を行うことになろうかと思います。これを私ども大臣官房総務課

のほうにおきまして、全体的な傾向を評価の概要として取りまとめると、こういった手法

で進めたいと考えております。 

 最初の紙に戻っていただきますと、この表のうちの資料２－２の中の評価手法までは、

今申し上げたとおりでございます。検討状況といたしましては、今現在、おおよその数は

申し上げたとおりでございますが、その後の規制等の新設等の状況を踏まえて、現在、対

象となる事務・事業、法人の精査中でございます。それから、第三者の知見の活用という

ことにつきましては、その検討の中で、適宜、検討会を開催するなど、第三者の知見を活

用してまいりたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

【上山座長】  コメントありますか。 

 じゃ、ちょっと私のほうから、作業をやる上でのお願いです。今、お話しされた内容は

非常にわかりやすいし、そういう方向でやっていただければいいと思います。ただ、最後

は、報告書、書類になっていくわけです。それをつくるときに、今おっしゃったロジック

モデルを明らかにして評価して下さい。つまり、この事務・事業そのものの必要性はどう

かというところでワンセクション切る。その次に、これは民間法人等に任せるということ

について妥当かどうか。それから、どういうタイプの法人に任せるべきか。要は段階を区

切った形のチェックをやっていただきたい。 

【麓企画専門官】  貴重なご意見ありがとうございました。今後の政策評価の実施に生

かしていきたいと考えております。政策評価の議事録につきましては、先生方のご意見を

いただいた後、ホームページで公開いたしますので、後ほどご協力方お願いを申し上げま
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す。なお、資料につきましては、大部にわたりますので、お席に置いていただければ、後

ほど郵送させていただきます。本日はありがとうございました。 

【上山座長】  どうもご苦労さまでした。 

 


